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令和 7 年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究」 

分担研究報告書（事案研究） 

 

業種・職種別の過労死等の特徴と分析結果活用に関する研究 2025 
 

研究分担者 吉川 徹 独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 

過労死等防止調査研究センター・統括研究員 

 

＜研究要旨＞ 

【目的】第 14 次労働災害防止計画（2023 年度から 2027 年度）では、過労死等防止調査研究

センターにおける研究成果を踏まえた業種別・職種別の防止対策の作成及び周知が求められ

ており、重点業種等の特性に応じた取り組みが必要とされている。本研究では「過労死等の防

止のための対策に関する大綱」において重点業種等として位置付けられた「教職員」「外食産

業」「メディア業界」「芸術・芸能分野」に注目し、過労死等事案研究により蓄積された知見の整

理及び成果の実務的活用について検討した。本年度はこれら 4 業種を対象とした「業種・職種

別のファクトシート（Factsheet：FS）」案を作成するとともに、既存のファクトシートの見直しを行っ

た。 

【方法】平成 27 年度以降に実施されてきた過労死等事案研究の分担研究報告書及び関連学

術論文を収集し、対象 4 業種における過労死等の発生要因、防止対策の視点を整理した。過

労死等データベース及び過労死等防止対策白書の情報も参照し、業種特性に応じた FACT

（実態）及び対策の優先事項を抽出した。これらを基に、A4 判 2～4 枚程度のファクトシート案

を作成した。また、令和 6 年度までに作成した「自動車運転従事者」「建設業」「医師」「看護師」

「IT 産業」「精神疾患の業種別心理的負荷」のファクトシートについても公開に向けた内容精査

及びレイアウト修正を行った。 

【結果】教職員では長時間労働に加え対人関係要因の関与が大きく、学校種別に特有の業務

負荷が確認された。外食産業では小規模事業場における長時間労働と職種別負担構造が特

徴であり、若年層の精神障害事案が多かった。メディア業界では若年労働者への業務集中、

不規則勤務及び業務量変化が主要要因として示された。芸術・芸能分野では制度的安全衛生

管理の不足や雇用形態の不安定性など構造的要因が心理的負荷に関与していた。これらの

知見を基に、業種特性を踏まえた過労死等防止のポイントを整理したファクトシート案を作成し

た。また既存ファクトシートについては公開に向けた見直しを行った。 

【考察】作成したファクトシートは、研究成果を現場で活用可能な形に整理した普及資材とし

て、事業者、管理者、労働者、産業保健専門職及び行政担当者による共通理解形成に資する

ことが期待される。一方、ファクトシートは要約資料であるため、情報の選択や伝達方法が活用

度に影響する可能性がある。今後は利用者からの意見収集を通じた継続的改訂と、研究成果

更新に応じた循環的見直しが必要である。また、労災認定事案を中心とした分析である点や業

種分類の多様化に伴う抽出上の制約などが本研究の限界として挙げられる。 

【この研究から分かったこと】重点業種等である「教職員」「外食産業」「メディア業界」「芸術・芸

能分野」を対象として、過労死等の実態と防止対策を分かりやすく提示するファクトシートを作

成した。研究成果の社会実装を促進する普及資材としての活用が期待され、今後の継続的改

訂と普及が重要である。 

【キーワード】ファクトシート、教職員、外食産業、メディア業界、芸術・芸能分野 
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高橋正也（同研究所過労死等防止調査研

究センター・センター長） 

松元 俊（同センター・主任研究員） 

田原裕之（同センター・研究員） 

守田祐作（同センター・研究員） 

高橋有記（同センター・研究員） 

鈴木一弥（同センター・研究員） 

深澤健二（株式会社アドバンテッジリスクマ

ネジメント・メディカルアドバイザー） 

研究協力者 

中西麻由子（なかにしヘルケアオフィス代

表・産業医） 

 

Ａ．目的 

「過労死等の防止のための対策に関する大

綱」（以下「大綱」という。）において過労死等が

多発し調査研究で注目すべき職種や業種・業

界が指摘されている 1)。令和 6 年 8 月の大綱

改定では「自動車運転従事者」「教職員」「IT

（Information Technology）産業」「外食産業」

「医療」「建設業」「メディア業界」に新たに「芸

術・芸能分野」が加わり、計 8 業種が指定され

ている（以下「重点業種等」という。） 

過労死等防止調査研究センター（以下「過

労死防止 C」という。）では、過労死等として労

災認定された事案の調査復命書から過労死

等データベース（以下「過労死 DB」という。）を

作成し、平成 27（2015）年度より過労死等防止

に資する事案研究を行ってきた 2)-5)。これまで

の事案研究から、過労死等防止には業種や

職種に特徴的な過重労働や心理的な負荷要

因があり、業種・職種の働き方や労働慣行の

特徴に応じた個別具体的な対策が重要である

ことを指摘してきた 5)-7)。 

一方、個別具体的な対策の実施にあたって、

各業種の関連団体や事業者、労働者、過労

死等防止に関わる産業保健スタッフ等の専門

家等への研究成果の周知等については課題

が残る。毎年発行される過労死等防止対策白

書（以下「過労死白書」という。）等において、

過労死防止 C の調査研究等が利用され、重

点業種等毎の過労死等の実態が厚労省により

公開されて事案研究の研究成果が活用されて

きたが、その情報量は多い。過労死等の実態

は解明されて来ているが、それぞれの重点業

種等で、どの対策の優先度が高いのかの検討

が必要である。これまで過労死防止 C では研

究成果発表シンポジウムの開催や内外の関係

団体での講演会等を通じて研究成果等の情

報提供を行ってきた。例えば第 3 期（令和

3(2021)～5(2023)年度）からは、過労死等対策

実装研究において業種・業界との協働による

労使による過労死等防止策支援が開始された
8)。同実装研究では業種・職種等としては「運

輸業」と「建設業」を対象としている。また令和

5(2023)年度には過労死防止 C の HP の開設

により、研究成果の一般公開を積極的に進め

ているが、業種、職種毎の過労死等防止策を

進めるにあたって、より利用しやすい普及資材

が必要である。 

そのような中、第 14 次労働災害防止計画

（令和 5(2023)年度から令和 9(2027)年度）の

「イ過重労働対策（略）（イ）（ア）の達成に向け

て国等が取り組むこと（略）」において、「過労

死等の実態解明と防止対策に関する総合的

な労働安全衛生研究（過労死防止 C 実施）に

おける研究成果を踏まえた業種別・職種別の

防止対策の作成及び周知に取り組む。」とされ

た 9)。そこで、本分担研究では、令和 5(2023)

年度に、令和 6(2024)年 4 月から時間外労働

の上限規制の適用が開始される自動車運転

従事者（運輸業）、建設業に焦点をあてて、こ

れまでの事案研究によって得られた知見の整

理と成果の普及の検討を行い、自動車運転従

事者（運輸業）と建設業のファクトシート（以下

「FS」という。）を作成した 10)。令和 6(2024)年度

には、重点業種の「医療」について「医師」と

「看護師」、また「IT 産業」に注目し、FS を作成

した 11)。さらに心理的な負荷要因が異なること

が報告されている精神障害の事例を取り上げ
12)、業種別にその違いを紹介する FS を作成し

た 11)。 

本年度は重点業種等のうち「教職員」「外食

産業」「メディア業界」「芸術・芸能分野」を取り

上げた。また、令和 6(2024)年度までに作成し

た「自動車運転従事者（運輸、郵便業）」「建設

業」「医師」「看護師」「IT 産業」「精神疾患の業

種別心理的負荷」についても、公開に向けて

のデータの見直し、レイアウトの修正を行った。 

 

Ｂ．方法 

1. 過労死等事案研究における知見の整理 

1) 「教職員」「外食産業」「メディア業界」「芸
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術・芸能分野」における過労死等の実態

(FACT)の確認 

平成 27 年度より実施してきた過労死等事案

研究のうち、「教職員」「外食産業」「メディア業

界」「芸術・芸能分野」に関連した研究報告を

収集し、各分担研究報告においてまとめられ

た過労死等防止のために取り組むべき視点の

整理を行う。各分担研究での重要な分析結果

や報告書等で記載された対策の提言をレビュ

ーする。 

「教職員」「外食産業」は過去の事案研究に

おいて既に報告のある分担研究報告書等を

参照する。 

「メディア業界」については、総務省統計局

の業種分類で複数の業種にまたがることから、

報告書のうちどの事案を取り上げるか検討を

行う。 

また、「芸術・芸能分野」の過労死等の実態

(FACT)の確認の際には、その職種に留意す

る。「芸術・芸能分野」の職種は、実演家

（performers）と制作・技術スタッフ（production 

and technical staff）に大別できる。前者は観

客・視聴者に対して直接表現行為を行う者で、

俳優、歌手、ダンサー、音楽家、声優、伝統芸

能実演者、タレント・芸人等が含まれる。後者

は、制作・技術従事者、舞台・映像制作支援

職であり、演出、舞台監督、照明・音響、美術・

衣装、カメラ、編集、制作進行、プロデューサ

ー、マネジメントスタッフ 等が含まれる。令和

6(2024)年度の大綱の改訂で追加となった「芸

術・芸能分野」は、個人事業主やフリーランス

の過労死等の労災認定事例は限られていると

推測され、これまで報告された他業種におい

て、「芸術・芸能分野」に該当すると推測される

制作・技術スタッフ（production and technical 

staff）に関連した事例を取り上げ、FS の情報と

する。その際、過去の過労死白書の記載事項

を参照するとともに、過労死等 DB を用いて事

例を抽出し、職種を中心とした解析を行う。 

2)「自動車運転従事者（運輸、郵便業）」「建設

業」「医師」「看護師」「IT 産業」「精神疾患の業

種別心理的負荷」の過労死等の実態(FACT)

報告の見直し 

令和 6(2024)年度までに作成した「自動車運

転従事者（運輸、郵便業）」「建設業」「医師」

「看護師」「IT 産業」「精神疾患の業種別心理

的負荷」についても、公開に向けてのデータの

見直し、レイアウトの修正を行う。 

「自動車運転従事者（運輸、郵便業）」「建設

業」については公開に向けての優先すべきＦ

ＡＣＴの再整理と裏面において関係者に伝え

るべき内容の再整理を行った。FS 作成担当者

で定例の意見交換を行うと共に、厚生労働省

担当官から意見を聴取し、必要な知見を整理

する。 

同様に令和 6(2024)年度までに案を作成し

た「医師」「看護師」「IT 産業」「精神疾患の業

種別心理的負荷」についても、厚生労働省担

当官から助言を得て、必要な知見を整理する。 

2. 業種別の特徴に関するファクトシートの作

成 

1) FS 案の作成 

業種・職種毎の過労死等の特徴と防止対策

の優先事項や具体的な取り組みを紹介する

A4 で 2～4 枚程度の FS（案）を作成する。作成

の際には、すでに行われている種々の過労死

等防止策と連携できるツールを目指す。 

2) 対象とする業種 

令和 7(2025)年度は、重点業種の「教職員」

「外食産業」「メディア業界」「芸術・芸能分野」

の FS を作成する。また、令和 6(2024)年度まで

に作成した「自動車運転従事者（運輸、郵便

業）」「建設業」「医師」「看護師」「IT 産業」「精

神疾患の業種別心理的負荷」の FS について

は、内容の見直し、精査を行い、公開に向け

て準備を行う。 

図 1 には、第 14 次労働災害防止計画にお

ける業種別・職種別対策の推進を踏まえた、

過労死等防止に関わる過労死等防止支援ツ

ールの開発のイメージを示した。 

3. 倫理面での配慮 

本研究は、労働安全衛生総合研究所研究

倫理審査委員会にて審査され、承認を得たう

えで行った（通知番号：2022N10）。 
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図 1 ファクトシート作成に関連した全体計画（令和 5 年度から令和 9 年度（予定）） 

 

Ｃ．結果 

1. 過労死等事案研究における知見の整理 

1) 「教職員」における過労死等の実態(FACT)

の確認、防止対策として重要な点 

平成 27 年度から令和 6 年度までの当研究

班の教職員に関連した事案研究の分担報告

書は 2 報報告されている 13), 14)。そのうち、一報

は邦文の学術雑誌で 15)、一報は英文の国際

雑誌で公開されている 16)。 

高田らによる平成 29 年度の報告では、平成

22 年 1 月から平成 27 年 3 月までの 5 年間に

収集された過労死等データベース（脳・心臓

疾患 1,564 件、精神障害・自殺 2,000 件）を用

い、このうち教育・学習支援業に該当する脳・

心臓疾患 25 件、精神障害・自殺 57 件を抽出

して検討した。その結果、脳・心臓疾患事案で

は全業種と比較して長時間労働の割合が高く、

教職員において労働時間負荷が主要な健康

影響要因となっている可能性が示された。一

方、精神障害・自殺事案では、上司とのトラブ

ルなど対人関係に関する出来事の割合が高く、

業務量のみならず職場関係性が重要な要因

であることが示唆された。また、大学教員及び

高等学校教員の事案が多く、大学では委員

会・会議や出張、高校では部活動顧問や担任

業務など、学校種ごとに特有の負荷業務が確

認された。これらの結果から、教育分野の過労

死等予防には長時間労働対策に加え、職種

特性に応じた業務負担軽減策を講じる必要が

あると整理している 13), 15)。 

高橋有記らによる令和 4 年度の報告では、

精神障害・自殺事案に特化し、また他業種の

比較等も含めて解析している 14), 16)。具体的に

は、日本の教育・学習支援業における精神障

害及び自殺事案の特徴と背景要因を明らかに

することを目的として、過労死DBを用い、平成

22(2010)～令和元(2019)年度の 10 年間の精

神障害・自殺に関する教育・学習支援業の労

災認定 119 事案を分析した。対象は男性 56

件（47.1％）、女性 63 件（52.9％）で、30 歳代

の発症が最多であった。疾患はうつ病エピソ

ードを中心とする気分障害と、適応障害などの

ストレス関連障害がほぼ同程度を占めた。分

析の結果、教育分野では他産業と比較して対

人関係要因の関与が有意に多く、とくにハラス

メント・いじめ・暴言などが重要な認定要因とな

っていた。ハラスメント関連は 25 件に認められ、

加害者の多くは上位者であり、公的叱責や言

語的攻撃が主要な内容であった。また長時間

労働よりも、役割負担や人間関係ストレスの影

響が相対的に大きい特徴が示された 14), 16)。 

ただし、これらの事例には、地方公務員等

の公務災害事案は含まない。過労死防止 C で

は総務省より公務災害としての過労死等の調
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査分析を受託し、医学研究を行っており、総務

省 HP で調査結果が公開され、またその一部

は茂木らにより学術雑誌で報告されている 17)。

同報告では、公立小中学校教員における過労

死等の特徴と負荷業務を明らかにし、防止対

策の課題を抽出することを目的として、2010 年

1 月～2019 年 3 月に公務災害として認定され

た 392 件のうち、教員に該当する 88 事案（脳・

心臓疾患 52 件、精神疾患 36 件）を分析して

いる。その結果、学校別では脳・心臓疾患は

中学校で多く、精神疾患は小学校・中学校で

ほぼ同数であり、いずれも教諭が 7 割以上を

占めた。脳・心臓疾患事案では、全件が長時

間労働に該当し、発症前 1 か月の時間外労働

は平均91.5時間であった。疾患では脳内出血

が最多であり、主な負荷業務は中学校教員の

「部活動顧問」や担任業務であった。一方、精

神疾患ではうつ病エピソードが最多で、業務

負荷として「住民等との公務上の関係」、特に

保護者対応や生徒対応による心理的負担が

半数を占めた。これらから、公立小中学校教

員の過労死等は、脳・心臓疾患では部活動等

を含む長時間労働、精神疾患では保護者・生

徒との対人関係負荷が主要因であり、課外活

動などを含む部活動運営の見直しや多重な業

務負荷の改善と対人支援体制の強化が予防

対策として重要であることが示唆された。 

過労死等対策における重点業種等の「教員」

の多数は、茂木らの報告による公務員としての

小中学校の教員が多い。一方、業務上災害と

しての高田ら 15)、高橋ら 16)の報告は、公務員で

ない過労死等の事例である。担当メンバーで、

この FS のタイトルやデータ等で混乱が生じな

いように、今回報告したファクトでの教育・学習

支援業での職種を明確に示すことと、脚注に

「※地方公務員等の公務災害事案は含まない」

という説明を加えることとした。 

上記の検討を踏まえ、これらの 4 報を総合し

FS に掲載すべき内容を検討し（表 1-1）、最終

的に別添 1 の FS をドラフトした。 

 

 

 

 

 

 

表 1-1 FS に記載する内容（教育・学習支援業） 

業種  

教

育 ・

学 習

支 援

業 

教育・学習支援業の精神障害事案

においては、長時間労働だけでは

なく、「（ひどい）いじめ、嫌がらせ」

が多い。 

 ○キーとなる FACT 

・教育・学習支援業（地方公務員を

除く）の精神障害事案は、教員が54

件、非教員が65件。 

・教員の内訳は、高等学校教員、大

学教員、学習塾講師の順。 

・認定件数は、男性 56 件、女性 63

件。 

・労災認定要因の「恒常的な長時間

労働」は、女性 7 件（11.1％）、男性

は 22 件（39.3％）にも及ぶ。 

・労災認定要因の「（ひどい）いじ

め 、 嫌 が ら せ 」 は 、 男 性 7 件

（12.5％）、女性は 13 件（20.6％）に

も及ぶ。 

 ○対策に関する情報 

・ハラスメント対策として学校管理者

（学校長等）と教員・学習支援業関係

者を対象とする。 

・長時間労働対策、労働時間管理

の視点から、厚生労働省、文部科

学省（教員の働き方改革）のウェブ

などを紹介する。 

 

 

2)「外食産業」における過労死等の実態

(FACT)の確認、防止対策として重要な点 

平成 27 年度から令和 6 年度までの当研究

班の「外食産業」に関連した事案研究の分担

報告書は 2 報が報告されている 18), 19)。外食産

業は総務省標準産業分類で「宿泊・飲食サー

ビス業」に含まれることから、外食産業を含む

過労死等の事例分析では「宿泊・飲食サービ

ス業」全体として解析が行われている。なお、こ

れらの報告をもとに、外食産業での対策を整

理した吉川の報告 20)、他業種との比較のなか

で外食産業の特徴にも触れている佐々木らの

報告 21)がある。 

菅らの平成 29 年度の報告では、平成 22 年
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1 月から平成 27 年 3 月までの 5 年間に収集さ

れた過労死等データベース（脳・心臓疾患

1,564 件、精神障害・自殺 2,000 件）を用い、主

に調理人及び店長の労災認定事案の特徴と

背景要因を明らかにすることを目的とした。脳・

心臓疾患事案 65 件（調理人 35 件、店長 30

件）及び精神障害事案 36 件（調理人 20 件、

店長 16 件）を分析対象とした。分析の結果、

脳・心臓疾患は調理人では50歳代、店長では

40 歳代に多く、精神障害は調理人 29 歳以下、

店長30歳代に多くみられ、精神障害事案の若

年化が特徴であった。また、両事案とも 50 人

未満の小規模事業場が多数を占めた。脳・心

臓疾患では脳疾患、とくに脳内出血が約 4 割

を占め、発症前 1～6 か月の時間外労働は平

均 100 時間超と長時間労働が共通して認めら

れた。さらに、人手不足、複数業務の兼務、休

憩・休日不足などの業務負荷が多く、精神障

害では調理人は対人関係問題、店長は配置

転換や役割変化など職種特有のストレス要因

がみられた。以上より、外食産業の過労死等

予防には労働時間管理に加え、職種別の業

務構造改善とメンタルヘルス対策が重要であ

ることが示唆された。 

吉川らの令和 2 年度報告は、外食産業にお

ける過労死等の実態と背景要因を明らかにす

ることを目的として、平成 22～30 年度（9 年間）

に労災認定された事案を対象に分析したもの

である。過去 5 年間のデータ（脳・心臓疾患

113 件、精神障害 139 件、計 252 件）に直近 4

年間（脳・心臓疾患 102 件、精神障害 122 件、

計 224 件）を加え、計 476 件（脳・心臓疾患 215

件、精神障害 261 件）を解析した。宿泊・飲食

サービス業は全過労死等の 7.3％を占め、脳・

心臓疾患はやや増加、精神障害は横ばい～

減少傾向で推移した。外食産業（飲食業）に

限定すると 323 件（脳・心臓疾患 151 件、精神

障害 172 件）で、精神障害がやや多かった。

脳・心臓疾患は 50 歳代中心、精神障害は 20

～30 歳代に多く、職種では調理人（39.3％）、

店長（35.6％）、店員（17.3％）の順であった。

自殺（未遂含む）22 件の分析では、恒常的長

時間労働を背景に、若年労働者への責任集

中、ノルマ、叱責、配置転換、いじめ・ハラスメ

ントなど複数の心理的負荷が重なり精神障害

発症に至る構造が確認された。外食産業の予

防対策として、労働時間管理の徹底に加え、

職種別負担への対応と対人関係リスクへの組

織的介入が重要と示唆された。 

また、吉川らは、過労死等事案の分析結果

を踏まえ、外食産業を含む第 3 次産業におけ

るメンタルヘルス対策としての職場環境改善の

考え方と実践方法を整理している 20)。同報告

では、小売業、社会福祉施設、飲食業など第

三次産業では精神障害を含む労災認定が増

加しており、長時間労働だけでなく、コミュニケ

ーション不足、作業配置、休憩取得状況、役

割負担など職場環境全体が心の健康に影響

することが示されている。ストレスチェック制度

の集団分析結果を活用した職場改善を一次

予防の中心と位置づけ、結果のフィードバック、

現場参加型の改善検討、継続的モニタリング

という段階的プロセスが有用で、特に簡便なア

クションチェックリストを用いることにより、現場

主体で課題を「見える化」し改善を進めること

ができる。さらに、飲食業や社会福祉施設にお

ける実践事例では、意見交換やオンライン研

修を通じて不安軽減と職場の安心感向上が確

認された。メンタルヘルス不調の予防には個

人対応にとどまらず、働きやすい職場づくりを

基盤とした環境改善を継続的に進めることが

重要であるとしている。 

これらをもとに、FS に掲載すべき内容を検

討し（表 1-2）、最終的に別添２の FS をドラフト

した。 

 

表 1-2 FS に記載する主な内容 

業種  

外 食

産業 

外食産業の労災認定要件は、脳・

心臓疾患事案は「長時間労働」、

精神障害事案は「ハラスメント（嫌

がらせ、いじめ、暴行）」が多い。 

 ○キーとなる FACT 

・脳・心臓疾患事案 151 件、精神障

害事案 172 件。 

・脳・心臓疾患事案は、調理人

（47.0％）・店長（42.4％）に多く、精

神障害時間は、調理人（32.6％）・

店員（29.7％）・店員（27.3％）に多

く、調理人・店長・店員事案を男女

別にみると、脳・心臓疾患事案で

は 93.1％、精神障害事 案では

67.3％が男性。 

・調理人・店長・店員事案を年代別

にみると、脳・心疾患事案では「40

～49 歳」「50～59 歳」に多く、精神
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障害事案では「29 歳以下」「30～

39 歳」に多く、39 歳以下が全体の

約 6 割を占める。 

 ○対策に関する情報 

「長時間労働対策とハラスメント対

策です！」をキーメッセージとして、

店長・調理人・店員ごとに対策視

点が異なることから、管理者向けの

注意喚起を中心に情報を整理。 

 

3)「メディア業界」における過労死等の実態

(FACT)の確認、防止対策として重要な点 

平成 27 年度から令和 6 年度までの当研究

班の「メディア業界」に関連した事案研究の分

担報告書は 2 報が報告されている 22), 23)。 

菅らの平成 30 年度報告(2019)は、メディア

業界における過労死等の実態と背景要因を明

らかにすることを目的として、過労死等 DB を

用い、平成 22 年 1 月から平成 27 年 3 月まで

に労災認定された事案を分析したものである。

対象は脳・心臓疾患 22 件、精神障害 30 件の

計 52 件であり、放送、広告、出版、新聞の各

分野を含めて検討された。脳・心臓疾患では

認定要因の 100％が長期間の過重業務で、発

症前 1 か月の時間外労働は平均約 98 時間と

長時間に及び、不規則勤務や長い拘束時間、

出張の多さが負荷要因として認められた。発

症年齢は平均 42.7 歳と全業種より若年で、30

～40 歳代の割合が高かった。精神障害では

発症平均年齢 36.2 歳とさらに若年化がみられ、

自殺事案はすべて 20 歳代であった。恒常的

長時間労働が 6 割を占め、仕事内容・仕事量

の変化や上司・同僚とのトラブルなど対人関係

要因も多かった。以上より、メディア業界の過

労死等対策には長時間労働是正に加え、若

年労働者への業務集中防止や対人関係支援、

発注構造を含めた業務管理改善が重要であ

ると示唆された 22)。 

吉川らの報告(2023)は、メディア業界におけ

る過労死等の労災認定事案の特徴を明らかに

することを目的として、過労死等データベース

を用い、平成 22 年 4 月から令和 3 年 3 月まで

の 11 年間に認定された事案を分析したもので

ある。対象は脳・心臓疾患35件、精神障害・自

殺 113 件の計 148 件であり、放送、映像、広

告、出版、新聞の 5 業種について検討された。

分析の結果、脳・心臓疾患は減少傾向にある

一方、精神障害は増加傾向を示した。発症年

齢は脳・心臓疾患では 40 歳代が最多、精神

障害では 20 歳代が最多で、若年層の被災が

際立っていた。業種別では広告業が 60 件

（40.5％）と最も多く、次いで映像、放送、出版、

新聞の順であった。また、50 人未満の事業場

が 53.4％を占め、小規模事業場での発生が多

かった。精神障害の主な心理的負荷要因は

「仕事内容・仕事量の大きな変化」であり、自

殺事案の 6 割以上に該当した。急激な業務変

化や長時間・連続勤務への対応不足が背景

にあり、過労死等予防には労働時間管理に加

え、若年労働者への支援、業務管理体制の強

化、管理職へのマネジメント支援が重要である

ことが示唆された。 

なお、メディア業界は、放送業、広告業、出

版業、新聞業が含まれていることから、菅らの

平成 30 年度の報告では、日本標準産業分類

（平成 25 年 10 月改定）に基づく「情報通信業」

と「学術研究,専門・技術サービス業」を対象に

脳・心臓疾患事案 22 件、精神障害・自殺事案

30 件が対象となった。一方、近年のメディア業

界においては、その業態の多様化が進んでい

る。メディア業界は、テレビなどの放送業界、

新聞を発行する新聞業界、雑誌・書籍を出版

する出版業界、企業などの広告を発信する広

告業界などが含まれる。放送業界には公共放

送や民間放送、ラジオ放送、インターネット配

信サービスがあり、新聞業界や出版業界も従

来の紙での情報だけでなく映像を含むインタ

ーネット配信サービスなど広がっている。した

がって、従来の「情報通信業」と「学術研究，専

門・技術サービス業」の枠では、メディア業界

に関連した過労死等を充分拾えない可能性が

ある。また、平成 30 年度報告書では、業種は

放送業、広告業、出版業、新聞業の 4 業種で

あったが、メディアに関連していると考えられる

業種として、映像の制作に関する業務がある。

吉川らの令和 4 年度報告では、映像業に関連

した業務を行っていた過労死等事案も含める

こととし、過労死等 DB を用いて、メディア業界

に関連した職種のキーワードに加え、広くメデ

ィア業界で働いていたと考えられる労働者の

事案を抽出する方針で解析が行われている。 

これらをもとに、FS に掲載すべき内容を検

討し（表 1-3）、最終的に別添 3 の FS をドラフ

トした。 
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表 1-3 FS に記載する主な内容（メディア業界） 

業種  

メディ

ア 業

界 

メディア業界で働く人の労災認定

された精神障害（うつ病、適応障害

等）では、若年者の発症が目立

つ。 

 ○キーとなる FACT 

・ 年 代 別 で は 、 20 歳 代 が

43.4%(49/113 件)で最多。 

・事業場規模別では、50 人未満が

54.0%(61/113 件)と過半数。 

・5 つの業種に整理すると、「広告」

が 40.7%(46/113 件)で最も多く、

「映像」「放送」「出版」「新聞」の順

に続く。 

・平成 23 年制定の過労死等労災

認定基準で評価された精神障害

の 99 件において 

・「心理的負荷が極度のもの」と認

められたのは 15.2％(15/99 件)。

（例：生死にかかわる業務上の病

気・けが） 

・「極度の長時間労働」と認められ

たのは 14.1％(14/99 件)。（例：発

病直前の１か月におおむね 160 時

間を超えるような時間外労働） 

・「恒常的な長時間労働」（月 100

時間程度となる時間外労働）に該

当したのは 28.3％(28/99 件)。 

 ○対策に関する情報 

メディア業界の皆さまが元気に働く

ためには、「若手とベテラン層のそ

れ ぞ れ に 向 け た 支 援 が 大 切 で

す！」をキーメッセージとして整理 

・経営者向けの注意喚起 

中小企業でもできる「働き方改革」 

・メディア業界で働く方へ 

自己管理の目標のため「健康づく

りのための睡眠ガイド 2023」を紹介 

 

4)「芸術・芸能分野」における過労死等の実態

(FACT)の確認、防止対策として重要な点 

平成 27 年度から令和 6 年度までの当研究

班の事案研究の「芸術・芸能分野」のカテゴリ

で区分された分担研究報告はこれまでにない。

しかし、「芸術・芸能分野」に関連した事例とし

ては、平成 22 年度から令和 4 年度までの 13

年間では脳・心臓疾患 5 件、精神障害・自殺

23 件が確認された。うち、平成 23 年から令和

4 年までの 12 年間の事例は令和 6 年度過労

死白書に掲載されている 24)。また、芸術・芸能

従事者の過労死、過労自殺を含む安全衛生

の課題については、森崎らが対策に資する視

点をレポートで報告している 25), 26)。 

① 令和 6 年度過労死白書記載事項 

令和 6 年度過労死白書に記載された「芸

術・芸能分野」に関連した精神障害事案の分

析では、平成 23 年から令和 4 年までの 12 年

間に労災認定された 21 件が確認され、平成

23～25 年の 3 件、平成 26～28 年の 1 件から、

令和 2～4 年には 11 件へと増加しており、近

年における発生の顕在化が確認された 24)。心

理的負荷の類型では「極度の心理的負荷」に

該当する事案はみられなかったが、典型的な

急性ストレス型よりも慢性的・構造的要因の関

与が示唆された。具体的には、「仕事内容・役

割の変化」が 7 件と最多で、パワーハラスメント

5 件、連続勤務 2 件などが続き、長時間労働

単独では説明できない特徴を示した 24)。芸能

従事者では就業形態の不安定性、役割期待

の変動、対人評価への依存度の高さといった

産業特性が心理的負荷を増幅させる可能性

がある。これらの事案から、過労死等予防には

労働時間管理に加え、契約・業務管理の明確

化、ハラスメント防止、キャリア初期段階への支

援を含む構造的対策が重要と考えられる。 

② 過労死等 DB を用いた精神障害・自殺事

案の解析 

「芸術・芸能分野」は、実演家（performers）

と制作・技術スタッフ（production and technical 

staff）に大別できる。前者は観客・視聴者に対

して直接表現行為を行う者で、俳優、歌手、ダ

ンサー、音楽家、声優、伝統芸能実演者、タレ

ント・芸人等が含まれる。後者は、制作・技術

従事者、舞台・映像制作支援職であり、演出、

舞台監督、照明・音響、美術・衣装、カメラ、編

集、制作進行、プロデューサー、マネジメントス

タッフ 等が含まれる。そこで、令和 6 年度過労

死白書では掲載された事例の職種について

は確認されていないため、過労死等 DB を用

いた精神障害・自殺事案を確認した。その結

果、精神障害・自殺事案性別は男性 12 件、女

性 11 件、年代は 10 歳代 1 件、20 歳代 10 件、

30 歳代 4 件、40 歳代 5 件、50 歳代 3 件、生

死は生存事案 20 件、死亡事案 3 件（すべて

男性）であった。表 2 には、芸術・芸能分野に



 

166 

 

おける精神障害・自殺事案の主な職種（平成

22 年～令和 4 年、12 年間、23 件）を示した。

職種を大別すると、1.制作・演出系（コンテンツ

制作中枢）（8 件）、2.技術・制作技術職（撮影・

舞台・映像技術）（7 件）、3.編集・ポストプロダ

クション／コンテンツ管理（2 件）、4.マネジメン

ト・運営・企画職（中間管理・調整）（4 件）、5．

宣伝・営業・ビジネス職（2 件）の 5 つの業種に

分けられた。同報告における「芸術・芸能分野」

の事例は、雇用労働者が中心であり、実演家

（performers）は含まれておらず、またフリーラ

ンス、個人事業主の事例はなかった。 

③ 既存の報告にみる「芸術・芸能分野」の過

重労働対策、精神保健対策 

森崎らによる「芸能従事者の安全衛生と労

働過重性の実態」は、芸能分野における過重

労働問題を、制度的安全衛生管理の欠如とし

て示している 26)。同報告では、フリーランス中

心の雇用類似就労のもとで契約書未整備や

重層下請構造が常態化し、強い指揮命令や

長時間拘束が存在するにもかかわらず、安全

衛生責任体制や補償制度が欠落していること

が指摘された。撮影現場では連続長時間労働

や危険作業が容認され、睡眠不足や疲労蓄

積が放置されるなど、過労死リスクを高める労

働環境が形成されている（過重労働が主題）。 

一方、「文化芸術・芸能分野のハラスメント

の実態と課題」は、ハラスメントを個人の問題で

はなく産業構造の問題として分析する 25)。雇

用関係の曖昧さ、評価権力の集中、相談制度

の欠如という三層構造のもとで、性的・心理

的・経済的ハラスメントが発生しやすく、さらに

SNS 上の誹謗中傷が持続的ストレスとなり、精

神障害や自死リスクを増幅させることを論じて

いる（精神健康が主題）。 

両報告に共通するのは、問題の本質が個人

の資質ではなく「制度的保護の空白」にある点

である。すなわち、労働者性が不明確な働き

方により労働時間管理、安全配慮義務、ハラ

スメント防止措置が適用されず、過労と心理的

暴力が相互に強化される構造が形成されてい

る。したがって対策は倫理教育にとどまらず、

契約の明確化、労働時間管理、相談・救済体

制整備、出演者ケアを含む心理的安全性確

保など、一次予防を中心とした産業保健・労働

安全衛生政策として統合的に再設計する必要

がある。 

過労死白書、追加解析、既存報告等の情

報をもとに、FS に掲載すべき内容を検討し（表

1-４）、最終的に別添４の FS をドラフトした。 

 

表 1-4 FS に記載する主な内容（芸術・芸能分

野） 

芸 術 ・ 芸

能分野 

芸能従事者は、過酷な労働環

境に置かれている人が多い 

○キーとなる FACT※文献 R04,R05 はいず

れも「過労死等に関する実態把握のための労

働・社会面の調査研究」より引用 

1）労働時間管理がなされていないことも多

く、長時間労働になりやすい 

・週拘束時間が 60 時間以上の割合  R4・

R5 年度調査より 25.8％（253/982） 

引用データベース 34.8％（R5 表 3.2.3 170 

/489）16.8%(R4 表 3.2.3 83/493) 

・実質的な休日が週 1 日未満の割合  R4・

R5 年度調査より 52.7％（449／852） 

引用データベース  56.5％(R5 表 3.2.1 

260/460)  48.2％（R4 表 3.2.1 189/392） 

2）精神障害の労災認定事案から分かること 

・精神障害の労災認定を受けた芸能従事者

のうち約 3 割は 100 時間/月超 

（引用：R6年度過労死白書 第1-3-2-21図 

n=19 H25 年～R4 年） 

・ハラスメント事案も多い（第 1-3-2-22 図） 

3）うつ・不安傾向を抱え、孤立感を抱いて

いる 

・気分・不安障害スクリーニングテスト 10 以

上高スコア 

制作スタッフ 30.7％（R5 表 3.3.1） 実演家

23.1％（R4 表 3.3.1） 

・制作スタッフでは若い人で多く、週拘束時

間 60 時間以上の 42.3％が該当(R5 表 4.3) 

・比較：厚生労働省「2019 年国民生活基礎

調査」K6 10 点以上 10.3％ 

4）業界慣行により心身の負担を強いられて

いる 

・セクハラ関連の出来事の経験  

制作スタッフ 男性2.7％ 女性9.5％（R5表

3.4.3） 

実演家男性 4.0％ 女性 20.2％ (R4 表

3.1.4.3) 

5)他留意事項 

・本文中に他のデータを使って補足説明を

する 

・労働時間管理がなされていないことも多

く、長時間労働になりやすい 
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・以下の職種で週 60 時間以上の拘束時間

の回答者が多い(R5 表 3.2.4) 

技術スタッフ（46.2％）、舞台監督・制作関

係・演出関係の人（40.7％）、映画監督・助

監督・演出家・プロデューサー（34.1％）、実

演家（36.2％） 

・その背景には無理な業務指示が推察され

る(R5 表 3.4.1) 

・ 仕 事 中 に 休 憩 が 取 れ な い こ と が 多 い 

39.1％  休日や早朝深夜にも働く必要が

ある 71.8％、無理のある納期を求められた

35.4％ 

・仕事中にケガをする危険性が高い 

仕事中にケガをした人の割合（制作スタッ

フ）14.3％ 4 日以上仕事を休んだ人 2.5％

（R5 表 3.5.1）、ケガや急病時に必要な対

応をしてもらえなかった 8.0%(R5 表 3.4.1) 

10.6％（R4 表 3.4.2）、高所、低所等の危険

を感じる場面や場所での作業・設営をしな

ければならない 15％(R5 表 3.4.1) 16%(R4 

表 3.4.2) 

6) 業界慣行により心身の負担を強いられ

ている 

・暴力等（仕事の関係者から殴られた、蹴ら

れた、たたかれた、怒られた） 

20.7％(R5 表 3.4.1)   16.0%(R4 表 3.4.2) 

・仕事の関係者に心が傷つくことを言われた 

39.5％(R5 表 3.4.1) 41.1％（R4 表 3.4.2） 

○対策に関する情報 

・管理者向けの注意喚起 

・労働者向けの睡眠ガイド 

※文献 

R05 芸術・芸能制作スタッフ 

令和 5 年度過労死等に関する実態把握のた

めの労働・社会面の調査研究 

https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/0

01627570.pdf 

R04 芸術・芸能実演家 

（令和 4 年度 過労死等に関する実態把握の

ための 労働・社会面の調査研究） 

https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/0

01162756.pdf 

 

5) 「自動車運転従事者（運輸、郵便業）」「建

設業」「医師」「看護師」「IT 産業」「精神疾患の

業種別心理的負荷」の過労死等の実態

(FACT)報告の見直し 

令和 5 年度に作成した「自動車運転従事者」

及び「建設業」の FS、令和 6 年度に作成した

「医師」「看護師」「IT 産業」「精神疾患の業種

別心理的負荷」について、掲載情報整理を含

む内容の見直し、精査を行い、HP 等での公開

に向けて準備を行った。 

 

Ｄ．考察 

本研究では、大綱において重点業種等とし

て位置付けられた「教職員」「外食産業」「メデ

ィア業界」「芸術・芸能分野」を対象に、過労死

等事案研究により蓄積された知見を整理し、

業種・職種別の特徴を踏まえた FS の作成及

び既存 FS の見直しを行った。これにより、業種

ごとに異なる過重労働要因や心理的負荷の構

造を整理し、長時間労働のみならず、対人関

係要因、役割負担、業界慣行、雇用構造など、

多様な背景要因が過労死等の発生に関与し

ていることが改めて確認された。 

今回作成した FS は、過労死等事案研究の

成果を現場で利用可能な形にすることを目的

とした実装志向の資料であり、事業者、管理者、

労働者、産業保健スタッフ、行政担当者等が

共通理解を形成するための基盤的ツールとし

て活用されることが期待される。特に、教育分

野における対人関係要因、外食産業における

小規模事業場と長時間労働、メディア業界に

おける若年層への業務集中、芸術・芸能分野

における制度的保護の空白など、業種特有の

リスク構造を簡潔に提示した点は、従来の報

告書形式では到達しにくかった実務的意義を

有すると考えられる。 

一方で、FS は研究成果の要約資料である

ため、情報の選択や表現方法によって理解や

活用可能性が左右される。今後は、実際の利

用者である業界団体、企業管理者、労働組合、

産業医・保健師等の産業保健専門職からのフ

ィードバックを収集し、伝達方法、図表構成、メ

ッセージの優先順位等について継続的な見直

しを行う必要がある。また、行政施策や既存ガ

イドラインとの整合性を確保し、教育資材、研

修教材、政策広報等への応用可能性を検討

することが望まれる。 

FS の見直し手順としては、①過労死等デー

タベースの更新に伴う定期的再解析、②過労

死白書・新規研究成果との照合、③現場活用

状況の評価、④関係ステークホルダーによるレ

ビュー、という循環的改訂プロセスを確立する

ことが重要である。特に、芸術・芸能分野のよう
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に雇用形態が多様で労災統計に反映されにく

い領域では、補完的調査や質的研究の導入

も必要と考えられる。 

本研究の限界として、第一に、分析対象が

労災認定事案を中心としており、未申請・未認

定事例を含まない点が挙げられる。第二に、

業種分類の境界が近年の働き方の多様化に

より曖昧化しており、特にメディア業界や芸術・

芸能分野では対象抽出に一定の制約がある。

第三に、FS は簡潔性を重視した資料であるた

め、個別事案の背景にある社会的・組織的要

因を十分に記述できていない可能性がある。 

以上より、FS は完成物ではなく、研究成果と

実務を接続する「更新可能な知識基盤」として

位置付け、継続的改善を前提に運用していく

ことが過労死等防止対策の実効性向上に寄

与すると考えられる。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、重点業種等である「教職員」

「外食産業」「メディア業界」「芸術・芸能分野」

を対象に、過労死等事案研究の知見を整理し、

業種・職種別の特徴を踏まえた FS を作成する

とともに、既存資材の見直しを行った。作成さ

れた FS は、過労死等の実態及び防止対策を

分かりやすく共有する普及資材として活用が

期待される。 

今後は、関係者からの意見を踏まえた継続

的な改訂と活用評価を行い、研究成果の社会

実装を通じて過労死等防止対策の推進につ

なげていくことが必要である。 

 

Ｆ．健康危機情報 

該当せず。 

 

Ｇ．研究発表 
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止対策推進法制定から 10 年、これから

の過労死等防止対策を考える:座長の
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表 2 芸術・芸能分野における精神障害・自殺事案の主な職種（平成 27 年～令和 4 年、11 年間、

23 件） 

職種の項目 主な職種(カッコ内は件数)の例 特徴 

1 制作・演出系（コ

ンテンツ制作中枢） 

（8 件） 

アシスタントディレクター（テレビ番組

制作）(3) 

制作デスク（テレビ番組制作）(2) 

映像制作ディレクター（ラジオ）(1) 

放送番組ディレクター兼パーソナリテ

ィー（ラジオ）(1) 

アシスタントプロデューサー(1) 

〇長時間労働・納期圧力のリス

クが高い群 

・スケジュール支配 

・裁量小・責任大 

・若年層 

2 技術・制作技術

職（撮影・舞台・映

像技術） 

（7 件） 

・映画撮影の技術員(1) 

・大道具操作員（テレビ）(1) 

・舞台照明係（公演系）(1) 

・テレビ照明技師(1) 

・テレビドラマ装飾(1) 

・演劇大道具製作(1) 

・現場作業員（公演機材）(1) 

〇身体負荷＋長時間＋安全管

理不足 

・夜間作業・設営撤収 

・危険作業併存 

・労災・身体疲労→精神障害の

発症 

3 編集・ポストプロ

ダクション／コンテ

ンツ管理 

（2 件） 

・編集職（演劇）(1) 

・字幕制作・映像作品買付（映画）(1) 

〇締切・評価によるストレス 

・納期固定 

・主観性のある成果評価 

・孤立作業 

4 マネジメント・運

営・企画職（中間管

理・調整） 

（4 件） 

 

・ファンクラブ運営（芸能事務所）(1) 

・催事企画・運営・予算管理（劇場）(1) 

・広報サブマネージャー（映像制作）

(1) 

・タレントマネージャー（ウェブ映像配

信）(1) 

〇感情労働＋対人マネジメント

とストレス 

・対人調整負荷 

・クレーム対応 

・境界不明瞭な業務拡張 

5 宣伝・営業・ビジ

ネス職 

（2 件） 

・映画宣伝（テレビ）(1) 

・営業（テレビ）(1) 

〇成果責任・不安定評価型 

・数値責任 

・不規則勤務 

・感情労働 
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別添１ 教育・学習支援業 

 
 

 
 

 

別添２ 外食産業 
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別添３ メディア業界 

 
 

 

別添４ 芸術・芸能分野 

 
 

 


